笠原教授と労働者福祉研究 by 栗田,健
笠原教授と労働者福祉研究
栗 田 健
故笠原長壽教授は,周知のように日本保険学会の重鎮であったが,私が属し
ている社会政策学会にとっても掛替えのない存在であった。社会問題に対する
国家政策の原理を研究する目的で,わが国で最初の社会科学の学会として設立
された社会政策学会は,戦前はいわば社会科学の総合的学会であり,ほとんど
あらゆる分野の研究者を組織していたが,戦後再建されてからは,時代の赴く
ところに従って,労働者問題をその中心課題とするにいたった。この学会に笠
原教授が接近された道程は,労働者の自主的な相互扶助活動である共済事業の
研究を通じてであった。教授ご自身その過程を次のように述べておられる。
「共済事業の研究をすすめる過程で私は,営利保険会社の保険実践を根底と
した従来のf保険論』では律しきれない,また解明しえないい くつかの分野
が共済事業の中にあることに気づいた。ぐ・…労働者の共済事業が,保険資本
の単なる営利 ・市場対象それ自体から労働者階級それ自体のための保険を求
め保険資本による追加搾取と闘 う運動であり,そのための大衆経済組織であ
ることを感じた。」(r協同組合論』についての一見解」r労働者福祉研究』創刊号,
1973.5)
笠原教授が 「保険学」研究の一領域として取 り上げられた共済事業は,「事業」
としての経済性とともに 「共済活動」という社会性を併せ持つ実体であり,労
働者が営む多様な共済活動が,教授を私たちと同じ問題関心に近づけてくれた
のであった。研究者が研究対象に導かれて別の領域に関心を移すことはしばし
ば起ることであり,とり立てて異とするには足 りない。しかし,教授自身の言
葉にあるように,も しこの別の領域がそれまでの領域で前提とされている論理
や基準を否定する領域であったとすればどうであろうか。おそらくその転換は
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苦痛の大きいものであろうし,決意を要する転換に違いない。もとの領域でさ
したる成果を挙げていない場合であれば兎も角,す でに権威を誇ることができ
る環境にあって,しかもなおその決意を実行させたものは,教授の学問への誠
実さに他ならない。教授の努力によって私たちの学会の研究領域には,労働者
の共済活動などの自主的福祉活動を対象とする研究が確実に定着し,同志社大
学の西村舗通教授など多くの研究者によって労働者福祉分科会の誕生を見るま
でにいたったのである。教授がその研究活動の大きな支柱となったことは言う
までもない。
*
ところで労働者福祉運動は,わが国の労働者の困難に満ちた諸活動の中でも
とりわけ困難な活動の一つである。その理由は,国家の強権的抑圧 と企業の
「家父長的」支配のもとにあって,労働者が主体形成に必要な条件と機会 に恵
まれなかったことにあった。たとえば1844年にイギリスのロッチデ 一ールで28人
の織物工が,今 日では全世界で3億人を超える人々が参加している協同組合運
動の礎石を積み始めたとき,彼らには資本主義社会に代る社会を生み出そうと
いう,素朴ではあっても大きな夢のために実際に行動する自由があったし,1851
年に機械工が労働者としての生活に起るあらゆる不幸に対する共済機能を整え
て労働組合運動を始めたとき,彼らにはそれを支えるだけの賃金を獲得する団
体交渉力が確保されていた。それに対してわが国では,戦前を通じて一貫して
労働者は 「下層社会」の一員としての位置を脱することができず,明治30年代
に試みられた労働組合運動は,直ちに 「治安警察法」の監視の下におかれ,衰
退を余儀なくされたのであった。そして労働者が 「共済」をようや く手にした
ときには,それは企業の労働者管理機構の一環であり,従業員身分に拘束され
る者への恩恵に過ぎなかった。戦後ようやく抑圧から離脱した労働者は,すで
に彼らの生活基盤を個別企業への依存以外には見出し得ない状況におかれ,労
働者生活の安定は,いささかの自主性も含まない企業内福利制度をもってその
最大の条件としていたのである。
労働者福祉活動に関心を寄せる人々の多 くが,企業への従属を特質とする労
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働者状態とそれを前提とする運動への批判を共通に抱いている人々であること
は,このような歴史的経過とその定着の様式を見るとき,極めて自然であり,
かつその問題意識が,単に相互扶助活動の成否を超えて,日本の労働者の存在
様式そのものに向けられていることは想像に難 くない。笠原教授もその例外で
はなかづた。教授が労働者の共済事業における運営の民主性と事業としての効
率性の矛盾に着目されながらも,終始民主的運営をもって評価の基準とし続け
ておられたのは,現実の労働者福祉活動が,多 くの場合は企業主義的な労働者
組織の現状によって強く影響され,その充実が実は従業員の企業への緊縛を強
める側面を持っていることへの警告にほかならなかった。注目すべきことは,
労働者福祉活動のこのような傾向を直視しながらも,それをもって,一部の人
人の間に見られるこの運動そのものへの消極的評価を正当化することなく,運
営の民主性の拡大によってこの傾向を是正しつつ,労働者の自主的福祉活動の
一層の発展の可能性を求めつづけておられたことである。その理由は,労働者
が相互に扶け合うことを通じて労働者としての生活を確保することによってこ
そ,わが国の労働者を呪縛し続げてきた社会関係が変革されるのであり,現実
の中になお残存する日本的な歪みを忌避するだけの批判では,到底現状を打破
し得ないことを教授が見通しておられたからである。
*
労働者福祉活動は,私のような門外漢から見ても,労働者の人間としての存
在を基盤とする,最も基底的な活動である。それだからこそ,保険学という経
済的現象を鳥鰍し得る領域において高い水準に到達しながら,なおこの新しい
領域に,教授が視野を拡げられる理由があったのであろう。「協同組合あるいは
労働者福祉事業の運動というのは,単に経営内部だけの民主的な運営というも
のではなくして,その運動それ自体が,やはり日本の民主主義の発展というも
のと強く結びついてきている。そして真の人間解放 と強く結びついているとい
うことを強く認識しておく必要がある」(「協同組合原則と民主的運営」r労働者福
祉研究』No.3,1974.5,p.5e)という教授の講演の一節に,現実には企業社会
という狭い利害の世界にとどまりながらも,労働者の連帯を拡げる活動に参加
(563).笠 原教授と労働者福祉研究331
してい る人 々に対 して,無 限の可能 性を期待 し続け てお られ る教授の姿 を垣間
見 ることができる。 その笠原教授 が,知 る人ぞ知 るまことに企業社会的な情況
の中 で病を得 られ,な お温あ られてお られたであろ う学問的抱 負の数 々を,私
た ちに語 られ るこ とな く他 界された ことは,痛 恨 としか言い ようのない大 きな
損失 であ った。
